
　前章での検討を踏まえ、本節ではグローバルな競争
が激化し、海外事業の割合が拡大する中で必要になっ

てくる企業経営上の課題について検討する。

　まず、日本企業のグローバル化について見ていこう。
日本企業の海外事業割合の拡大については、第 1 章第
3 節で詳しく述べたことから、ここでは、日本企業の
海外事業活動は世界においてどのようなウエイトを占
めているかを概観する。
　世界の直接投資残高を見ると、先進国で 9 割近くを
占め、日本の割合は 2.3％である（第Ⅱ-2-3-1-1 図）。
日本の経済規模が世界第 3 位であることを考えれば相
対的に高い割合ではない。一方で、対外直接投資のフ
ローを見ると、日本のシェアは増加しつつある（第
Ⅱ-​2-3-1-2 図）。近年、企業の海外事業拡大は、グリー
ンフィールド投資のみならず、既存事業の買収である
M&A というかたちでも行われており、日本企業の
M&A の積極化はしばしば指摘されている。わが国の
M&A 動向について見ると、リーマン・ショック後に
世界全体ではクロスボーダーM&A の金額が減少する
中、日本企業によるクロスボーダーM&A の割合は増
加している（第Ⅱ-2-3-1-3 図）。日本企業のグローバ
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1．日本企業のグローバル化とその意味

第Ⅱ-2-3-1-1 図
世界の対外直接投資残高（2013 年）

資料：�UNCTAD データベースから作成。
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第Ⅱ-2-3-1-2 図
世界の直接投資フローと日本のシェア
（1990 年 -2013 年）

資料：�UNCTAD データベースから作成
備考：�金額は表示されている年の累計額。
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第Ⅱ-2-3-1-3 図
世界のクロスボーダーM&Aと日本のシェア
（1990 年 -2013 年）

資料：�UNCTAD データベースから作成
備考：�PURCHASER、金額は表示されている年の累計額。
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ルな活動は世界経済の中でそのシェアを増加しつつあ
ると言える。
　このような企業活動のグローバル化は、競争力の維
持・強化という面もある。経営者に対するアンケート
において、10 年後にも競争力を持つために日本企業
が取り組む必要がある課題についてという質問に対
し、グローバル化への対応という回答の割合は年々高
まっている傾向がみられる（第Ⅱ-2-3-1-4 図）。日本
企業を対象とした実証分析においても、企業が海外進
出の程度を高めることによる収益力向上への寄与を肯
定するものもある 253。

　これまで見てきた企業活動のグローバル化について
の近年の変化は次のようにまとめられる。第一に、既
に海外に事業拠点を置いている企業には、事業活動に
おける海外比率の拡大や M&A などによるスピー
ディな海外市場の獲得などというかたちでのグローバ
ル化の深化が見られる。これと並行して、企業規模を
問わず、安価な労働力といったコスト面での理由より
も、よりマーケットを獲得することを理由とする海外
事業の開始や拡大がなされるようになっている（第
Ⅱ-​2-3-2-1 図）。第二に、生産や販売のグローバル化
のみならず、研究開発についても海外で行う割合が高
まるなど（第 1 章第 3 節）、海外事業活動の幅も拡大
している。
　企業活動がグローバル化する際には、国内事業とは
異なるリスクマネジメントが必要となる。まず、海外
進出段階においては、そもそも海外に進出するかどう
か、また立地国・地域の選定においてビジネス上その
他のリスクが勘案される。続いて、グローバル活動を

2．適切なリスクをとる前提となるリスクマネジメント

第Ⅱ-2-3-1-4 図
10 年後にも競争力を持つために日本企業が取り組む必
要がある課題（複数回答、重要なものから５つ以内）

資料：�経済同友会「企業経営に関するアンケート」（2012 年度）から作成。

0 8070605040302010
（％）

その他

CSR の取り組み
（環境問題対応を含む）

産官学の連携強化

積極的な IR の展開

財務体質の強化

コーポレート・ガバナンスの強化

グローバル化への対応

ブランドの確立、ブランド力の強化

独自性の高い製品・サービスの創出

資源ひっ迫への対応

コスト競争力の強化

国際標準の確立

優れた経営者・リーダー育成（獲得）

人材の能力向上

労働力の確保

イノベーション 66.1
61.5
57.99.7

11.3
6.8

57.3
63.6

40.3
55.5

50.035.1
12.5
11.32.9

47.3
45.122.5

8.1
9.2
7.9

58.9
64.9

44.5
27.6
26.711.3

68.9
60.834.0

8.1
16.2

5.2
16.2
22.6

11.0
2.3
1.5
1.0

13.9
10.34.7

4.6
19.7

9.2
1.9
1.5
0.5

2012 年度実績
（n＝431、５つ以内で選択）

2009 年度実績
（n=390、５つ以内で選択）

2008 年度実績
（n=382、３つ以内で選択）
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投資決定のポイント（大企業、中堅企業、中小企業）

資料：�経済産業省　海外事業活動基本調査から作成
備考：�複数回答（該当するもの３つまで）。本調査は、当該年度に海外現地

法人に新規投資又は追加投資を行った本社企業に聞いたもの。
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253	近藤、中浜、一瀬（2014）
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深化させる過程においては、海外拠点のマネジメント
方法、親子会社間での情報共有体制や世界規模での人
事などについて見直しが必要になってくると考えられ
る。同時に、国内とは異なるリスクから受ける事業活
動全体へのインパクトも増大していくことが想定され
る。加えて、より競争の激しい市場において収益性を
高めていくためには、適切にリスクをとる必要がある
ところ、そのためには精度の高いリスクマネジメント
が欠かせない 254。
　グローバル企業のリスク認識は、必ずしも国内と海
外を分けたものではないが（第Ⅱ-2-3-2-2 表）、以下
では海外拠点を設置し、拡大していく際に切り離すこ
とのできない様々なリスクとその管理の態様につい
て、アンケート調査等をもとに実態を示し課題を明ら
かにしていく。なお、ここではリスクマネジメントを
「リスクを全社的視点で合理的かつ最適な方法で管理
してリターンを最大化することで、企業価値を高める
活動」と定義する 255。

（1）リスク管理体制
　まず、リスク管理体制についてみていこう。会社法
及び同法施行規則において、コンプライアンスや損失
の危険の管理に関する規程その他の体制の整備が求め
られており、有価証券報告書におけるリスクについて
の記載や統合報告書（又は CSR レポート）等におけ

るコンプライアンスやリスク管理体制等の説明など、
企業のリスク管理体制についての情報は一定程度開示
されている。しかし、具体的な管理体制の開示は企業
によってばらつきがある。そこで、経済産業省の委託
調査で海外売上高比率 20％以上の日本の主要上場企
業に対しアンケート調査を行い、補足的にヒアリング
調査も実施した。以下では特に明記しない場合には、
アンケートは先の委託調査によるアンケートを指す。
　まず、リスクマネジメントに関する体制整備として明
確なものに、リスクマネジメント部門の設置が挙げられ
る。比較的規模の小さい企業も含めて調査を行っている
東京海上日動リスクコンサルティング株式会社のアン
ケート（2013 年実施）によると 256、2 年前の同様の調査
と比較して、リスクマネジメント部門の設置は、従業員
1,000 人以上の規模において専任部署が増加し、1,000 人
未満の部署においても兼任ではあるが設置の割合が増え
るなど、体制の整備が進んでいる傾向がうかがわれる（第
Ⅱ-2-3-2-3 図）。ヒアリング調査によっても、米国におけ
るサーベンス・オクスレー法対応といったコンプライアン
ス対応の要請や、東日本大震災やタイにおける洪水等の
経験から事業継続計画（BCP）を整備する必要性の認識
が高まるなど、日本企業のリスクに対する意識は以前よ
りも高まっているとの指摘があった。
　次に、対応しているリスクについて見ていく。リス
クマネジメント部門が対応しているリスクについて
は、アンケートによると、想定されうる幅広いリスク
に対して、リスクマネジメント部門において対応して
いるとの回答が大半を占めた（第Ⅱ-2-3-2-4 図）。な
お、個別のコメントの中には、事業リスクは事業部門
が見るといった役割分担があるとの回答も見られた。
海外売上高比率別に見ると、海外売上高比率が高い企
業ほど多くのリスクに対応している傾向が見られた。
また、リスクマネジメント部門が設置されている組織
については、全体的には本社のみに設置している会社
の割合が高いが、地域統括拠点にも設置している割合
が高く、地域統括拠点もリスクマネジメントに重要な
役割を果たしていることがわかる（第Ⅱ-2-3-2-5 図）。
グローバル全体でリスクマネジメント部門に所属して
いる人数規模については、専任者、兼任者共に分散し
ている（第Ⅱ-2-3-2-6 図）。

第Ⅱ-2-3-2-2 表
グローバル企業上級経営者のリスク認識

2015 年の最重要リスク
１ 法規制や規制当局の監視強化

２ マーケットの状況（例えば、不安定なエネルギー価格、国際
情勢など）

３ サイバー攻撃／情報セキュリティ・リスクへの対応不充分

４ 後継者選定の課題／才能ある人材の獲得やつなぎとめ

５ 組織の文化が、重要なリスクの適時の認識及び報告を助長し
ていない可能性

６ 変革に対する社内の抵抗がビジネスモデルと中核事業に対す
る必要な調整を阻害する可能性

７ 想定外の危機（例えば、レピュテーショナル・リスク）

８ 顧客ロイヤリティの維持が困難になっている可能性

９ 競合他社との競争

10 新たなテクノロジーによりビジネスモデルが破壊的な影響を
受ける可能性

資料：�Protiviti, Executive Perspectives on Tp Risks for 2015 より作成。

254	「持続的成長への競争力とインセンティブ～企業と投資家の望ましい関係構築～」プロジェクト（伊藤レポート）、平成 26 年 8 月、14 頁。
255	経済産業省経済産業政策局産業資金課編（2005）、『先進企業から学ぶ事業リスクマネジメント実践テキスト―企業価値の向上を目指して』、

財団法人経済産業調査会。
256	東京海上日動リスクコンサルティング株式会社、『2013 リスクマネジメント動向調査―事業継続の取組みの深化と戦略リスクへの挑戦』。
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第Ⅱ-2-3-2-3 図
リスクマネジメント部署の設置状況（2013 年、2011 年）

資料：�東京海上日動リスクコンサルティング株式会社（2013 年リスクマネ
ジメント動向調査』から作成。
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資料：�東京海上日動リスクコンサルティング株式会社『リスクマネジメン
ト動向調査 2011』から作成。
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第Ⅱ-2-3-2-4 図
リスクマネジメント部門において対応しているリスク

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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第Ⅱ-2-3-2-5 図
リスクマネジメント部門が設置されている組織

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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作成。
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第Ⅱ-2-3-2-6 図　グローバル全体でリスクマネジメント部門に所属している人数の規模
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　リスクを適切に管理することによって企業価値を高
めるという観点からは、事業を拡大するに際して、ど
のようなリスクを重視しているかについてもみていく
必要がある。市場規模や販売シェアといったビジネス
に直結するリスクに加えて、政情・経済不安や法令変
更リスクといった、特に海外事業において顕著に見ら
れるリスクについても重視されていることがわかった
（第Ⅱ-2-3-2-7 図）。

（2）課題
　このようにリスク管理体制が進みつつあることがう
かがわれる一方で、一定の課題も明らかになった。一
つには、本社と海外子会社間でのリスクに対する意識
の違いである。東京海上日動社のインドネシア、タイ、
中国の日系子会社を対象とした調査によると、リスク
マネジメントを推進する上で特に大きな障害・課題と
感じる要素につき、他の回答と比べ割合としては高く
ないものの、「日本本社との間でリスク認識のずれが
ある」という回答割合が一定程度を占めている 257（第
Ⅱ-2-3-2-8 図）。
　さらに、本社側を対象としたアンケートでは、リス
クマネジメント部門が実効性を持って管理できている

範囲についてという問いに対し、日本国内においては
小規模子会社まで含めて管理できていると回答した企
業が 4 割以上あるのに対し、海外の拠点や M&A で
取得した子会社については、管理できていないという
回答が一定程度あった上、小規模子会社まで含めて管
理できていると回答した企業は少なかった（第Ⅱ-2-
3-2-9 図）。同様の傾向は、オペレーショナルリスク
及び自然災害リスクの管理状況に対する回答において
も見られた（第Ⅱ-2-3-2-10 表）。なお、リスクマネ
ジメント部門が実効性を持って管理できている範囲に
ついて、補足的に行ったアンケート及び追加的なヒア
リングによると、外資系企業においては、海外拠点に
ついても小規模子会社を含めて管理できているという
回答割合が高かった。
　子会社の規模等によるこのようなリスク管理体制の
違いはなぜ生まれるのだろうか。リスク管理を、会社
の総資産への一定程度以上のインパクトを有するもの
という考え方によって行うのであれば、小規模会社の
リスク管理の優先順位が下がることは想定されるが、
M&A 等で取得した子会社についてはそうはいえな
い。ヒアリング調査においては、M&A 等で取得した
子会社のリスク管理体制が本社と同等又は本社よりも
優れている場合などに、必ずしも本社と同一のルール
を適用しないことがあるという回答があった。
　加えて、リスクマネジメントの組織間における役割
分担についての課題も存在している。ヒアリング調査
等においては、リスクマネジメント部で管理するべき
リスクと事業部サイドで管理するべきリスクの役割分

第Ⅱ-2-3-2-8 図
リスクマネジメントを推進する上で特に大きな障害・
課題と感じる要素

資料：�東京海上日動リスクコンサルティング株式会社資料より作成。
備考：�上位５つまでの複数回答。

46.446.446.4

47.747.747.7

47.747.747.7

49.749.749.7

20.520.520.5

55.055.055.0

43.043.043.0

36.036.036.0

35.035.035.0

31.031.031.0

55.055.055.0

48.648.648.6

50.550.550.5

45.045.045.0

27.027.027.0

インドネシア（n＝111） タイ（n＝100） 中国（n＝151）

現地従業員に対しリスクマネジメントに関す
る十分な教育・人材育成ができていない。

現地従業員のリスクに対する認識
が不足している。

リスクに関する情報が十分収集で
きていない。

日本本社との間でリスク認識のず
れがある。

リスクマネジメントを推進するための十分な経営
資源（人・モノ・カネ）が確保されていない。

第Ⅱ-2-3-2-7 図
ビジネスの拡大にあたって重視しているリスク

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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重視している　n＝41 特に重視している　n＝28

その他

自社の既存ビジネスとの競合

見込んでいる市場規模の縮
小や立ち上がりの遅れ

見込んでいる販売シェ
ア・価格の下振れ

想定している仕入価格・
仕入量の確保

代替品等の登場によるビ
ジネスの陳腐化

展開しようとしている国・地
域における政情・経済不安

展開しようとしている国・
地域における資源問題

展開しようとしている国・地
域における住民感情・モラル

本国やビジネス上関連する国・地
域とのサプライチェーンの連携

事業に重大な影響を与える可
能性のある制度・法令の変更

257	東京海上日動リスクコンサルティング株式会社（2014）、リスクマネジメント最前線 2014　№ 33「リスクマネジメントにおける本社と海
外拠点の連携のあり方～海外拠点リスクマネジメント動向調査　調査結果～」
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担や、海外法人の独立性を維持することとグループと
して統一的な管理を行うことの両立について課題とす
る意見が出された。関連して、別の調査では、日系企
業のアジア統括会社の悩みとして「基本的に事業部縦
割りの会社であるので、事業部に横串を指すような統
括会社機能は何をどこまでやるべきなのか悩んでい
る」、「日本の本社にも同様の機能が残ってしまってい
るので、レポートラインが二重になり各現地法人から

「どちらを向いたらよいのか」という苦情が発生して
いる」といった課題も指摘されている 258。
　最後に、リスクを適切に管理することによって企業
価値を高めるという観点からは、いかにして「攻め」
のリスクをとっていくかという点も指摘できる。そこ
で、国内事業及び海外事業における収益目標（ハード
ルレート）の設定方法について聞いたところ、どちら
の事業においても資本コストをベースに設定するとの

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委託調査）から
作成。

本国の拠点 n=42
管理できていない

0
（0.0％）

本社のみ管理
1

（2.4％）

主要な子会社
を含めて管理 

22
（52.4％）

主要な子会社
を含めて管理 

22
（52.4％）

主要な子会社
を含めて管理 

22
（52.4％）

小規模子会社
を含めて管理

19
（45.2％）

小規模子会社
を含めて管理

19
（45.2％）

小規模子会社
を含めて管理

19
（45.2％）

海外の拠点 n=40

主要な子会社を含めて管理
28

（70.0％）

主要な子会社を含めて管理
28

（70.0％）

主要な子会社を含めて管理
28

（70.0％）

管理できて
いない

6
（15.0%）

管理できて
いない

6
（15.0%）

管理できて
いない

6
（15.0%）

小規模子会社
を含めて管理

6
（15.0％）

M&A で取得した子会社 n=33

主要な子会社を含めて管理
21

（63.6％）

主要な子会社を含めて管理
21

（63.6％）

主要な子会社を含めて管理
21

（63.6％）

小規模子会社
を含めて管理

3
（9.1％）

管理できて
いない

9
（27.3％）

管理できて
いない

9
（27.3％）

管理できて
いない

9
（27.3％）

第Ⅱ-2-3-2-9 図　リスクマネジメント部門が実効性を持って管理できている範囲

第Ⅱ-2-3-2-10 表　リスクマネジメント実施状況（オペレーショナルリスク、自然災害リスク）

オペレーショナルリスクへの対応状況

本国拠点 海外の拠点 M&Aで取得した子会社

実施して
いない

本社のみ
実施

主要な子
会社を含
めて実施

小規模子
会社を含
めて実施

実施して
いない

主要な子
会社を含
めて実施

小規模子
会社を含
めて実施

実施して
いない

主要な子
会社を含
めて実施

小規模子
会社を含
めて実施

方針・規定・規則等を普及・浸透
させるための教育・訓練の範囲

n＝43 n＝43 n＝37

1 4 24 14 8 24 11 13 18 6

業務監査の範囲
n＝42 n＝42 n＝36

1 1 23 17 4 27 11 6 26 4

リスクを低減させるための IT シス
テム導入の範囲

n＝43 n＝42 n＝36

5 5 28 5 9 29 4 17 15 4

自然災害リスクへの対応状況

本国拠点 海外の拠点 M&Aで取得した子会社

整備／実
施してい
ない

本社のみ
整備／実
施

主要な子
会社を含
めて整備
／実施

小規模子
会社を含
めて整備
／実施

整備／実
施してい
ない

主要な子
会社を含
めて整備
／実施

小規模子
会社を含
めて整備
／実施

整備／実
施してい
ない

主要な子
会社を含
めて整備
／実施

小規模子
会社を含
めて整備
／実施

自然災害発生時の事業継続計画の
整備対象の範囲

n＝43 n＝43 n＝36

1 3 28 11 17 23 3 18 15 3

事業継続計画の実効性を高めるた
めの訓練の実施状況

n＝43 n＝42 n＝35

6 10 22 5 27 13 2 23 11 1
資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委託調査）から

作成。

258	東京海上日動リスクコンサルティング株式会社（2014）、リスクマネジメント最前線 2014　№ 28、「アジア地域統括会社に求められるリス
ク管理」参照。
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回答が多いが、国内に比べて海外事業の方が、カント
リーリスクやさらにバッファーを加えた収益目標を設
定するという、より厳しい収益目標を課している傾向
が見られた（第Ⅱ-2-3-2-11 図）。

（3）地政学リスクへの対応状況
　世界経済フォーラム（WEF）が企業経営者、学術
関係者等に毎年実施しているアンケートによれば、近
年の地政学的緊張の高まりを反映して、リスクの 1 位
に「国家間紛争」が挙げられた（第Ⅱ-2-3-2-12 表）。
地政学リスクを含む広い意味での政治的リスクへの対
応方法としては、①進出する国・地域の選定にあたっ
てリスクをより慎重に判断する、②進出の際に合弁形
態をとることによりリスクを低減する、③保険等の金
融的手段により、リスクを低減する又は損失が顕在化

したときの事業全体へのインパクト低減する、④事業
分野や進出する国・地域を分散することにより、リス
クが顕在化したときの事業全体へのインパクトを低減
する、⑤相手国の政策上、自社の企業活動が重要な位
置づけとなるような事業を展開することによりリスク
を低減する等の方法が考えられる 259。日本企業の海
外法人の多くは米国やアジア地域に立地しており、そ
の際には従業員の生命等が危険にさらされるリスクは
それほど高くないと判断されている可能性が高い。ヒ
アリング調査においても「地政学リスク」への対応に
ついては、一定程度安全性が確認される場所に進出す
るとの回答が多く得られた。
　その一方で、上述の WEF のアンケート調査等は、
従来よりも広い地域において地政学リスクが顕在化す
るというリスク認識を示唆している可能性もある。こ
こでは、仮に従来よりも地政学リスクが広い範囲で顕
在化した場合には、より幅広い企業においてその対応
が必要になるのではないかとの問題意識に立ち、日本
企業の地政学リスクへの対応状況についてアンケート
調査を元にみていく。
　地政学リスクのマネジメントとしては、まず情報収
集等によるリスクの察知が必要となる。アンケート調
査の回答につき、海外売上高の低い企業と高い企業を
比較すると、海外売上高の低い企業の方が外部専門家
との契約や外部機関の作成した指数を利用する傾向が
高かった。海外売上高の高い企業は、地政学リスクへ
の対応も含めてある程度自社で分析を行っていること
が示唆される（第Ⅱ-2-3-2-13 図）。
　一方で、リスクの評価方法については、行っていな
いという対応も一定程度あるが、全体として定性的な
評価方法の割合が高く、一部に定量的な評価を行って
いる例が見られた（第Ⅱ-2-3-2-14 図）。ヒアリング
調査においても、地政学リスクの数量的評価について
は困難とする見解が複数出された。
　分析結果の情報の共有については、経営陣、リスク
マネジメント部のみで共有するとする回答割合が高
かった（第Ⅱ-2-3-2-15 図）。その他の対応方法として、
事業を継続できる体制の構築は、8 割弱の企業が国内
又は国外にて体制を構築していると回答したが、実践
的な訓練については半数以上が実施していないという
回答となった。保険・金融派生商品についてのヘッジ
は実施している企業としていない企業で回答が分かれ

第Ⅱ-2-3-2-11 図
国内及び海外事業における収益目標（ハードルレート）
の設定方法

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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3 国内事業（n＝40）
海外事業（n＝40）その他

資本コストをベースに収益
目標（ハードルレート）を
設定している

資本コストに、カントリーリス
クを加味した収益目標（ハード
ルレート）を設定している

資本コストに、カントリーリスクを加味
し、さらにバッファーを加えた収益目標
（ハードルレート）を設定している

特段の収益目標（ハードル
レート）は設定していない

第Ⅱ-2-3-2-12 表　懸念されるグローバルリスク

資料：�World Economic Forum Global Risks 2014 及 び Global Risks 2013 か
ら作成。

1 主要国における財政危機

2 構造的な失業率の高さ

3 水の危機

4 深刻な所得格差

5 気候変動への対応失敗

6 異常気象による重大事象（洪水等）

7 グローバルガバナンスの失敗

8 食料危機

9 主要金融メカニズム／機関の失敗

10 重大な政治的、社会的不安定

1 国家間紛争

2 異常気象

3 国家のガバナンスの失敗

4 国家の崩壊又は危機

5 失業又は過少雇用問題

6 自然災害

7 気候変動への対応失敗

8 水の危機

9 データ詐欺・窃盗

10 サイバーアタック

順
位

World Economic Forum 2014*
最も懸念されるグローバルリスク

順
位

World Economic Forum 2015*
「起こりやすさ」の観点からのリスク

259	イアン・ブレマー（2014）、「保護主義化する世界で戦う 8 つのルール」、Diamond Harvard Business Review, Wells and Ahmed （2007）, 
Making Foreign Investment Safe, Oxford University Press。
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た（第Ⅱ-2-3-2-16 表）。
　なお、対応を行っていない企業に対して、その理由
を聞いたところ、リソース不足やコントロール不可能
なリスクであるために対応するメリットがない等の回
答が得られた。地政学リスクが顕在化した場合のイン
パクトは大きいものの、リスクの発生そのものを予防
することが困難であることや、どの程度のリソースを
割くことが適切であるかの判断が困難であること等
が、リスクマネジメント上の課題であるといえる。

第Ⅱ-2-3-2-16 表　地政学リスクへの対処方法

事業を継続できる体制の
構築状況（n＝38）

国・地域をまたいでオフサイトで事業が継続できる計画・体制を構築 11 29％

リスクが発生した国内のオフサイトで事業が継続できる計画・体制を構築 19 50％

事業が継続できる体制を構築していない 8 21％

実践的な訓練の実施状況
（n＝38）

複数の現地法人間の連携も含めた訓練を実施 2 5％

現地法人単位で訓練を実施 12 32％

実践訓練を実施していない（文書のレビュー、e-learning のみ） 24 63％

保険・金融派生商品によ
るヘッジの有無（n＝36）

実施している 16 44％

実施していない 20 56％
資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委託調査）

から作成。

第Ⅱ-2-3-2-13 図
地政学のリスクマネジメント（事前の情報収集）

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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特に実施していない

その他

新聞等のメディアを通
じ情報収集

地政学リスクの高まりを示す
指数（金、為替、資源価格
等）を設定し、モニタリング

海外売上高比率 高（n＝22）
海外売上高比率 低（n＝19）

第Ⅱ-2-3-2-14 図
地政学のリスクマネジメント（リスクの分析・評価）

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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第Ⅱ-2-3-2-15 図
地政学のリスクマネジメント（分析結果の情報共有）

資料：�デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社「グローバル企業
の海外展開及びリスク管理手法にかかる調査・分析」（経済産業省委
託調査）から作成。
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（4）まとめ
　日本のグローバル企業については、リスクマネジメ
ントに対する認識及び取組の充実が進みつつある状況
がうかがえた。企業ごとのリスクマネジメントの充実
度の差は、リスクの認定をどの程度きめ細かに（リス
クの種類及び判断のタイミング）行うか、組織間の役
割分担における曖昧さを減らしているかという点に現
れているのではないか。

　地政学リスクについては、企業のリスク管理を補助
する観点から、政府等には情報提供のさらなる充実と
迅速化が期待される。また、企業サイドにおいて、ど
の程度のコストをかけるべきかの判断が難しいものに
ついては、ベストプラクティスや平均的な水準を知る
ことが、自社においてどの程度のコストをかけるかの
判断においても役立つと考えられる。

　企業活動のグローバル化の進展により、人事マネジ
メントのグローバル化対応も必要となっている。「競
争優位を構築するための経営戦略」としてのダイバー
シティ経営は、①優秀な人材を獲得し、②多様化する
顧客ニーズを的確に捉え、新たな収益機会を取り込む
ためのイノベーションを生み出すこと、③急激な環境
変化に柔軟かつ能動的に対応し、リスクをビジネス上
の機会として捉え機動的に対処すること、④国内外の
投資家からも、「持続可能性」（サステナビリティ）の
ある投資家として信頼されること、等の要請に対応す
るために必要である 260。ダイバーシティの企業経営
上のメリットを指摘する分析は数多く発表されている

（第Ⅱ-2-3-3-1 表）。ダイバーシティの要請は、グロー
バルに経済活動を深化させている企業においてより強
いと考えられ、世界的に人材獲得競争が激化していく

中で、ダイバーシティ経営は喫緊の課題といえる。
2012 年に実施された経済同友会のアンケート調査に
よると、「グローバルな経営環境の激しい変化によっ
て、企業に必要な人材の変化のサイクルが短期化され
る中、常にベストな人材で会社を満たすために必要な
こと」という質問に対して、「人材育成」の次に、「人
材多様性の向上」とする回答が多かった。グローバル
化への対応としてのダイバーシティの必要性は広く認
識されているといえよう（第Ⅱ-2-3-3-2 図）。
　政府においても、ダイバーシティの試金石ともいえ
る女性の活躍推進を最重要課題に掲げ、「2020 年に、
指導的地位に占める女性の割合：30％」を目標に様々
な課題に取り組んでいる。
　以下では、日本企業のダイバーシティ経営の現状と
課題について検討する。

3．経営のグローバル化とダイバーシティ

260	経済産業省（平成 27 年 3 月）『ダイバーシティ経営企業 100 選　ベストプラクティス集』、3 頁。
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（1）女性の登用状況
　それでは、日本企業におけるダイバーシティの現状
はどのようなものであろうか。まず、ダイバーシティ
の一要素である女性の登用状況から見ていく。日本は、
就業者に占める女性の比率は国際的にみて低くはない
ものの、管理的職業に従事する女性の割合は、11.3％
（2014 年）と低い水準に留まる（第Ⅱ-2-3-3-3 図）。
女性 CEO や執行役員についても、グローバル企業を
対象とした調査によれば、他国に比べて依然として低
い水準である（第Ⅱ-2-3-3-4 図）。
　女性の登用が進まない又は管理職候補となる女性の
人材プールが拡大しにくい原因の一つとして、長時間
労働を指摘する見解もある 261。慣行としての長時間
労働は、管理職的立場になることを目指す女性のみな
らず、様々なキャリアプランを持つ女性全般にとって、
能力を十分に発揮する仕事を行うにあたっての障害と

第Ⅱ-2-3-3-1 表　ダイバーシティの効果についての定量的分析

効果等 調査対象 出所／著者等

ジェンダー
ダイバーシティ

役員会の女性比率が高い企業の方が、
女性役員がゼロの企業よりも ROE（株
主利益率）、EBIT（利払い前・税引き前
利率）が高い。

欧州 6 カ国（英、仏、独、スウェーデン、
ノルウェー）及びブラジル、ロシア、
インド、中国

Mckinsey & Company （2010）, Women 
Matter

日本でも、女性の活躍推進に取り組ん
でいる企業（均等推進企業表彰企業）は、
株式パフォーマンスが TOPIX 平均を上
回る水準で安定して上昇する傾向。

厚生労働省の均等・両立推進企業表彰
の受賞 152 企業（表彰月の月末に上場
していたもの）

大和証券キャピタル・マーケッツ（株）
金融証券研究所「クオンツ情報」
（2011.6.14）

育児介護支援や柔軟な職場環境推進に
取り組む企業は、何もしない企業に比
べ、生産性が 2 倍以上高い。

RIETI「仕事と生活に関する国際比較調
査」 の 1,677 企 業（企 業 調 査 : 従 業 員
100 人以上の企業 10,000 社）

山口「企業のパフォーマンスと WLB や
女性の人材活用との関係：RIETI の企業
調査から見えてきたこと」RIETI　BBL
（2011.12.21）

人材活用の観点からの積極的な WLB 推
進の取組は、企業の全要素生産性（TFP）
向上に寄与する傾向。

『企業活動基本調査』（経済産業省）の
回 答 企 業 の う ち 従 業 員 100 名 以 上 の
9,628 社を対象にした郵送調査であり、
そのうち 17.4% の 1,677 社

山本・松浦（2011）「ワーク・ライフ・
バランス施策は企業の生産性を高める
か」RIETI Discussion Paper Series 11-J-
032

全世界の企業で、女性取締役を 1 人以
上有する企業は、1 人もいない企業と比
べ、6 年 間（2005年-2011 年） の 株 式
パフォーマンスで、26% 上回る。特に、
2008 年の金融危機時及びその後の業績
が良い。

MSCI　World　Index の構成銘柄の先進
国 23 カ国 2,360 社。時価総額 100 億ド
ル以上の企業

Credit Suisse Research Institute （2012）, 
Gender diversity and corporate perfprm-
nce

女 性 取 締 役 を 有 す る 企 業 で 構 成 し た
ポートフォリオのリターン指数は、配
当込み TOPIX のものと比べ、2008 年の
金融危機時の落ち込みが小さく、回復
が早い。

東証一部上場企業で、2010 年中を期末
とする決算期に女性取締役を有する企
業 56 社

大和証券資料（ブルームバーグ、東京
証券取引所等より大和証券作成）

エスニック
ダイバーシティ

ジェンダーダイバーシティに関し、上
位 4 分の 1 に入る企業の財務業績は、
国 の 産 業 平 均 よ り も 15% 上 回 っ て お
り、エスニックダイバーシティに関し
ては、上位 4 分の 1 に入る企業の財務
業 績 は、 国 の 産 業 平 均 よ り も 35% 上
回っている。

英国、カナダ、米国、ラテンアメリカ
の 366 企業

Mckinsey & Company （2015）, Diversity 
Matters

資料：経済産業省資料、各種レポートを元に作成。

第Ⅱ-2-3-3-2 図
グローバル経営環境の激しい変化によって、企業に必
要な人材の変化のサイクルが短期化される中、常にベ
ストな人材で会社を満たすために必要なこと（重要な
もの３つ以内）

資料：�経済同友会「企業経営に関するアンケート」（2012 年度）から作成。
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全体（n＝428） 日本企業（n＝417） 外資系企業（n＝11）

その他

人材多様性の向上
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261	産業競争力会議実行実現点検会合第 12 回（平成 27 年 2 月 13 日）小室淑恵議員提出資料において引用されている山口一男氏「女性の活躍
推進と長時間労働との関係について」参照。
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なっている。成長戦略としての女性の活躍推進の観点
から、政府及び企業においては積極的な取組がなされ
ているところであるが、省庁と企業の双方で、伝統的
男女間の分業構造を前提にした雇用慣行をも変えてい
く積極的な取組が求められる。

（2）外国人材の登用状況
　次に、ダイバーシティのもう一つの要素である外国
人材の登用状況についてみてみる。創業 40 年以上の
大企業を中心に 200 件以上の回答がなされた経済同友
会のアンケート（2014 年 10 月-11 月実施）によると、
人数ベースでは、社外取締役や執行役員層で外国人人
材の登用割合が高く、また、単体（親会社）本社にお
ける外国人材の有無についての回答からは、部長級、
課長級においても一定の登用がなされているが、全体
としては低い水準に留まっている（第Ⅱ-2-3-3-5
表）262。現地法人の経営職に占める母国人比率につい
ての国際的な調査を見ても、外国人材のさらなる登用
の余地があると考えられる 263。
　外国人材の登用を拡大し、組織のダイバーシティを
高めるための一つの方策としては、留学生の採用拡大
が考えられる 264。それでは、日本における留学生の
就職希望や採用の状況はどのようになっているだろう
か。以下では、企業（上場企業及び非上場企業のうち
従業員数上位企業を対象）、外国人社員及び留学生を
対象に行った経済産業省委託調査によるアンケート調
査を元に課題を明らかにしていく。
　まず、留学生の内定状況について見てみると、卒業
後に就職を予定している者の中で、日本で就職予定と
回答した留学生は 6 割いるものの、その内の学部 4 年
生と修士 2 年生で回答時点（2015 年 3 月上旬）にお
いて内定をもらえた学生は約 5 割に留まっている（第
Ⅱ-2-3-3-6 図）。日本で就職を希望していながら、就
職できていない留学生が一定数存在することがうかが
える。
　次に、企業が留学生を採用する目的に対する回答か
ら、企業側の意識について確認してみよう。外国人留
学生の採用理由として、「国籍にかかわらず選考を行っ
たため」、及び「社内の多様性を高め、職場を活性化
するため」という理由が、ほぼ同じ回答割合となって

第Ⅱ-2-3-3-3 図
管理職に占める女性比率の国際比較

備考：�〈管理的職業従事者〉
　　　１．�労働力調査（基本集計）（平成 26 年）（総務省）、データブック

国際労働比較 2014（（独））労働政策研究・研修機構）より作成。
　　　２．�日本は平成 26 年、その他の国は 2012 年のデータ。
　　　３．�「管理的職業従事者」とは、会社役員、企業の課長相当職以上、

管理的公務員等をいう。また、管理的職業従事者の定義は国に
よって異なる。

　　　４．�総務省「労働力調査」では、平成 24 年 1 月結果から、算出の基
礎となる人口が 24 年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新
基準）に切り替えられている。

参考：�2014 年版「役員四季報」によれば、全上場企業における女性役員（取
締役、監査役、執行役）は、1.8%
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第Ⅱ-2-3-3-4 図
グローバル 3,000 社の執行役員／CEOの女性比率

出所：�Credit Suisse （2014）、The CS Gender 3000: Women in Senior Manage-
ment、平成 26 年度産業経済研究委託事業（企業における女性の活
用及び活躍促進の状況に関する調査）報告書（経済産業省）より作成。

備考１：�各国の管理職は ILO 国際標準職業分類（ISCO-88 または ISCO-08）
の管理職項目による集計

備考２：�執行役員／CEO の女性比率はグローバル 3,000 社を対象にしたク
レディスイス調査による。
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262	経済同友会（2014）『ダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果』
263	Harzing （2001）, “Who’s in charge? An empirical study of executive staffing practices in foreign subsidiaries”, Human Resource 

Management, Vol 20, no. 2, pp. 139-158. においては、公表資料を基に、現地法人の経営職に占める親会社国籍の者の割合を公表データ等
で明らかにしている。

264	政府においては、外国人留学生の受け入れを 2020 年までに 30 万人とする「留学生 30 万人計画」を発表して取り組んでいるところである。
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おり、企業側のダイバーシティに対する意欲の高さが
うかがわれる（第Ⅱ-2-3-3-7 図）。
　また、企業の採用方法については、日本人学生と区
別無く採用しているとする回答が多く、国籍にかかわ
らず優秀な人材を採用するという意識が表れていると
考えられる（第Ⅱ-2-3-3-8 図）。
　しかし、入社後の業務の中で、日本語能力も含めて、
日本人学生と同様の水準を期待するあまり、外国人材
ならではの強みが薄れる懸念も見られる。同調査で、
ヒアリングを行った企業からも、ダイバーシティを高め
ることを目的に留学生を採用しているが、就職後数年
経つと日本人と同質化しているとのコメントがあった。
　一方で、留学生が就職活動中に困ったことについて
の回答からは、様々な課題があることが分かった。ア

ンケートの回答には、留学生向けの求人が少ないこと
や、日本語への対応が困難であることが挙げられてい
る（第Ⅱ-2-3-3-9 図）。これに対して、英語による採用・
選考を実施している企業は 1 割にとどまっているとい
う結果であった（第Ⅱ-2-3-3-10 図）。
　さらに、就職後の定着のための取組については、外
国人社員も重視している「会社が将来のキャリアパス
を明示する」については、既に実施している企業が半
数に留まる一方、1、2 年以内に実施すると回答した企
業が 24％存在し、キャリアパスの明示を課題としなが
らも、なかなか手がつけられていないことを示唆する

第Ⅱ-2-3-3-6 図
留学生の就職活動及び内定取得の状況

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成
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大学院（修士課程）
2年生（n＝182）

大学（学部）
4年生（n＝102）

外国籍人財の役員・管理職数

全　　体 製 造 業 非製造業
取締役 1.6％ 2.9％ 0.9％

　社外取締役 3.5％ 4.8％ 2.8％

　取締役兼執行役 1.1％ 2.3％ 0.5％

執行役／執行役員 2.8％ 4.7％ 1.8％

監査役／監査委員 0.5％ 1.1％ 0.2％

　社外監査役／
　社外監査委員 0.5％ 1.6％ 0.0％

部長級 0.5％ 0.4％ 0.5％

課長級 0.4％ 0.3％ 0.5％

部長級以上 0.7％ 0.7％ 0.6％

課長級以上 0.5％ 0.4％ 0.5％
資料：�経済同友会『ダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果』

(2014 年）から作成。
備考：回答企業の各階層の合計人数に対する外国籍人財の割合。

資料：�経済同友会『ダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果』
（2014 年）から作成。

備考：�平均人数は、「当該役職に就く外国籍人財がいる」と答えた企業にお
ける平均人数を指す。

単体（親会社）本社における外国籍人財の有無

78.578.578.5

90.390.390.3

95.795.795.7

80.480.480.4

97.197.197.1

98.198.198.1

72.272.272.2

56.456.456.4

21.521.521.5

9.79.79.7

4.34.34.3

19.619.619.6

2.92.92.9

1.91.91.9

27.827.827.8

43.643.643.6

0 10080604020
（％）

いる いない

課長級　179

部長級　180

社外監査役／社外監査委員　162

監査役／監査委員　173

執行役／執行役員　179

取締役兼執行役　162

社外取締役　165

取締役　181

n

2.1

12.9

6.2

1.0

1.4

1.4

3.2

1.4

平均人数

第Ⅱ-2-3-3-5 図　外国人人材の登用状況

第Ⅱ-2-3-3-7 図
外国人留学生の採用理由（従業員規模別、複数回答）

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成。

0 70605040302010
（％）

その他

23.123.123.1

44.744.744.7

28.128.128.1

55.855.855.8

55.855.855.8

4.04.04.0

1.01.01.0

42.242.242.2

48.948.948.9

20.020.020.0

48.948.948.9

48.948.948.9

2.22.22.2

0.00.00.0

18.618.618.6

44.344.344.3

33.033.033.0

57.757.757.7

56.756.756.7

3.13.13.1

1.01.01.0

17.317.317.3

46.246.246.2

28.828.828.8

63.563.563.5

65.465.465.4

7.77.77.7

1.91.91.9

全体（n＝199）
1,000 人未満（n＝45）
1,000 人以上～5,000 人未満（n＝97）
5,000 人以上（n＝52）

留学生の母国への海外
事業を開拓・拡大する
ため
留学生の母国に関わら
ず海外事業を開拓・拡
大するため
専門能力をもった人材
を獲得し、事業を高度
化するため

社内の多様性を高め、
職場を活性化するため

国籍に関わらず選考を
行った結果、留学生が
採用されたため
日本人だけでは十分な
人員を確保できないた
め
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ものとなっている（第Ⅱ-2-3-3-11 図、第Ⅱ-2-3-3-12
図）。また、外国人社員定着のために重要だと思う取
組について、企業と社員の双方に聞いた設問への回答
を見ると、特に「外国人の経営幹部への登用」と「長
時間残業の見直し」については企業と社員の間の認識
のギャップが顕著となっている（第Ⅱ-2-3-3-12 図）。

0 10080604020
（％）

既に実施している 1、2年以内に実施する予定
当面実施する予定はない

期待される役割や職務内容を明確に提
示する（n＝184）

能力に応じて責任のある職務につくこ
とができるようにする（n＝188）

成果に応じた給与を受けることができ
るようにする（n＝174）

会社が将来のキャリアパスを明示する
（n＝171）

社内で英語が通じるようにする（日本
人社員の英語能力向上、社内文書の英
語化など）（n＝167）

仕事や生活上の悩みについて人事部門
等が定期的に相談にのる（n＝168）

外国人社員向けに研修などの能力開
発の機会を充実する（日本語研修を
含む）（n＝167）

13.013.013.0

13.813.813.8

30.530.530.5

30.430.430.4

70.070.070.0

19.019.019.0

66.566.566.5

32.732.732.7

59.359.359.3

11.411.411.4

10.610.610.6

4.64.64.6

24.024.024.0

8.88.88.8

10.410.410.4

10.210.210.2

13.113.113.1

11.411.411.4

75.575.575.5

75.575.575.5

64.964.964.9

45.645.645.6

21.321.321.3

70.670.670.6

23.423.423.4

54.254.254.2

29.329.329.3

外国人社員を経営幹部に登用する
（n＝160）

長時間労働を見直す（n＝163）

第Ⅱ-2-3-3-11 図
外国人社員の定着のための取組の実施状況

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成。

第Ⅱ-2-3-3-9 図
留学生が日本での就職活動中に困ったこと（複数回答）

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成。

0 5040302010
（％）

その他

特にない

大学学部 3年生（n＝112）
大学学部 4年生（n＝130）
大学院修士課程 1年生（n＝158）
大学院修士課程 2年生（n＝200）

日本の就職活動の仕組
みが分からない

業界研究や企業研究の
仕方がわからない

入社後の仕事内容が不
明確

企業がどのような人材
を求めているのかがわ
からない

日本語による書類の書
き方が分からない

日本語による適性試験
や能力試験が難しい

日本語での面接への対
応が難しい

外国人留学生向けの求
人が少ない

企業が求める日本語能
力のレベルが高すぎる

37.537.5

23.223.2

20.520.5

26.826.8

15.215.2

25.925.9

24.124.1

47.347.3

9.89.8

5.45.4

7.17.1

33.133.1

32.332.3

20.820.8

23.123.1

14.614.6

31.531.5

17.717.7

33.133.1

6.26.2

13.813.8

3.13.1

38.038.0

32.332.3

26.626.6

22.222.2

22.822.8

30.430.4

33.533.5

35.435.4

16.516.5

2.52.5

1.31.3

29.029.0

27.527.5

22.022.0

27.027.0

23.523.5

37.537.5

25.025.0

39.539.5

14.014.0

7.07.0

2.02.0

第Ⅱ-2-3-3-10 図
英語による採用・選考活動の実施状況（企業）

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成。

実施している
10.1％

実施している
10.1％

現在は実施していないが、
今後実施する予定である

11.6％

現在は実施しておらず、
今後実施する予定もない

78.4％

現在は実施しておらず、
今後実施する予定もない

78.4％

n＝199

第Ⅱ-2-3-3-8 図
外国人留学生の採用方法（留学生の採用理由別）

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成。

0 10080604020
（％）

全体（n＝199）
留学生の母国への海外事業を開拓・拡大するため（n＝46）
留学生の母国に関わらず海外事業を開拓・拡大するため（n＝89）
専門能力をもった人材を獲得し、事業を高度化するため（n＝56）
社内の多様性を高め、職場を活性化するため（n＝111）
国籍に関わらず選考を行った結果、留学生が採用されたため（n＝111）
日本人だけでは十分な人員を確保できないため（n＝8）
その他（n＝2）

日本人学生と区別なく
採用している

日本人学生とは異なる
方法で採用している

日本人学生と同様の採
用方法だが、ある程度
の採用目標人数を設定
している

71.971.971.9

25.625.625.6

10.610.610.6

52.252.252.2

34.834.834.8

21.721.721.7

62.962.962.9

33.733.733.7

11.211.211.2

66.166.166.1

35.735.735.7

10.710.710.7

68.568.568.5

30.630.630.6

13.513.513.5

88.388.388.3

13.513.513.5

4.54.54.5

62.562.562.5

12.512.512.5

25.025.025.0

0.00.00.0

50.050.050.0

50.050.050.0

第
２
章

第
Ⅱ
部

通商白書  2015 281
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（3）まとめ
　日本企業がグローバル経営力を向上させる上でダイ
バーシティを進めていくことは急務である。日本政府
は、成長戦略としての女性の活躍推進や、高度人材獲
得のための環境整備等を通して、ダイバーシティ経営
を後押しする政策を進めている。経済産業省としては、
「ダイバーシティ経営企業 100 選」や東京証券取引所
との共同の取組である「なでしこ銘柄」など、ダイバー
シティや女性の活躍推進に優れた企業を表彰、選定す
ることにより企業のダイバーシティ経営を後押しして
いる。加えて、外国人材獲得の観点からは、留学生の
日本企業への就職や定着が重要であることから、2013
年 10 月に一般社団法人留学生支援ネットワークが設
立され、全国の国公立大学等の参加のもと、ビジネス
日本語講座や就職活動に必要な情報、企業からの求人
情報などを提供している 265。
　このような取組を背景に内なるグローバル化やダイ
バーシティが進むことで、日本企業が「稼ぐ力」を強
化し、厳しさを増すグローバルな競争環境の中で優位
に立つことを期待したい。

第Ⅱ-2-3-3-12 図
外国人社員定着のために重要だと思う取組（企業・社員）

資料：�経済産業省「外国人留学生の就職及び定着状況に関するアンケート
調査」から作成。

44.344.344.3

45.145.145.1

26.426.426.4

34.034.034.0

36.736.736.7

28.628.628.6

13.813.813.8

14.014.014.0

21.721.721.7

3.03.03.0

62.762.762.7

54.454.454.4

23.723.723.7

46.246.246.2

9.59.59.5

8.98.98.9

17.217.217.2

28.428.428.4

14.814.814.8

0.60.60.6

0 70605040302010
（％）

その他

外国人社員向けに研修などの能力開発
の 機会を充実する（日本語研修を含む）

仕事や生活上の悩みについて人事部門
などが定期的に相談にのる

社内で英語が通じるようにする（日本
人社員の英語能力向上、社内文書の英
語化など）

長時間残業を見直す

外国人社員を経営幹部に登用する

会社が将来のキャリアパスを明示する

成果に応じた給与を受けることができ
るようにする

能力に応じて責任のある職務につくこ
とができるようにする

期待される役割や職務内容を明確に提
示する

企業（n＝169）
社員（n＝406）

265	詳細については、一般社団法人留学生支援ネットワークのホームページ　http://www.issn.or.jp 参照。
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